
【調査】　　≡　賃金調整関数の分析

-Phillips-Lipsey曲線へのalternative approachについて*-

I　はじめに

(I. 1) Phillips-Lipsey曲線の意義と問題点

財貨・サービスの価格が,それらの需要量と供結量と

のギャップに応じて変動するのと同じように,賃金も労

働需要と労働供給とのギャップに応じて変動する。この

関係が,一般に賃金調整関数と呼ばれる。 A. W. Phillips

が,イギリスの長期的な賃金変動を分析した際,労働需

給ギャップもしくは超過労働需要の代理変数として失業

率を用い,これで貨幣賃金率の変化率を説明して以来

[Phillips 1958],賃金調整関数は事実上　貨幣賃金の

変化率と失業率との関係という形をとって,多くの学者

によって,実証的分析が加えられることとなった。とく

にR.G.Lipseyは, Phillipsの研究をうけつぎ,イギ

リスの貸金調整関数に対していっそう精密な分析を行な

った[Lipsey1960]。このことから,貨幣賃金率の変化

率と失業率の関係は,一般にPhillips-Lipsey曲線と呼

ばれる。

では, Phillips-Lipsey曲線の意義は何であろうか。

これについては2点をあげることができよう。

(1)調整関数は,需給ギャップが存在するとき,価格

が変動して需給ギャップが縮少するという関係を表わす

もので,これは,各次点において市場がクリアーしてお

り,需給が常にバランスしていると仮定する考え方と対

立する。後者が均衡論的接近であるのに対して,前者は

ある意味で不均衡論的接近であるといえよう。現実は必

ずしも均衡状態にあるという保証はないから,調整関数

による価格の分析はより現実的である,ということがで

きるかもしれない.賃金についても同様で,労働市場は

常に均衡状態におかれているとはいえないから,調整関

数による接近の方がより現実的であるように思われる。

調整関数による分析を不均衡論的と呼んだが,これは誤

解を招く表現である。調整関数による価格の分析におい

ても,現実は均衡でなくとも,均衡を回復する力が市場

に存在していることが,主張されているからである。

(2)賃金変動の分析用具として賃金調整関数を用いる

としても,労働需給ギャップを直接測定することは容易

ではない。労働需給ギャップが失業率と一定の関係にあ

ると仮定することができれば,需給ギャップの代理変数

として失業率を用い,それで賃金の変化率を分析するこ

とができる。 PMllips-Lipsey曲線は,こうしたきわめ

て実際的かつ巧妙な賃金分析の方法である。

しかし, Phillips-Lipsey曲線による賃金分析には,

一方では次のような問題があるように思われる。

(1)失業率は,果して労働需給ギャップの正確な指標

でありうるか。これについては, 2つの疑問が生ずる。

その疑問とそれに対するわれわれの考え方は,以下の通

りである。

(a)過剰労働もしくは潜在失業の存在する経済では,

完全失業率は,労働需給ギャップの指標とはなりえない

のではないかo　これは, Phillips-Lipsey曲線を日本に

適用する際　若干の人々から提出されてきた疑問である。

この疑問は論理的には正しい。しかし実際には,完全失

業率の変動は,潜在失業の変動と一定の関係をもってい

ると仮定すれば,この疑問は解消する。そして上記の仮

定は,ある程度正しいように思われる1)。またPhillips-

Lipsey曲線では,完全失業率ではなく別の指標を用い

てもよい。 L.A.Dicks-MireauxとJ.C.R.Dowは,失

業統計と求人統計を利用して新たな指標を推計した。

[Dicks-Mireaux & Dow 1959]2 。またわが国について

は,失業保険受給率,殺到率,離職率などの系列を用い

ることもできる3)。このような方法によっても,過剰労

働経済においてPhillips-Lipsey曲線を計測することの

*　本稿における計算は,経済研究所電子計算機室に

おいて, NEAC3100を使用して行なわれた。文献目録
の作成については,経済研究所資料調査室の協力をえた。

またこの研究は,清明会の依託研究(尾高塩之助助教授
との共同研究)の一部として行なわれたo

1)梅村又次は,完全失業率の変動と景気変動との関

係を分析し,失業率の変動の中に,景気変動に対する労

働市場の緩衝作用が認められる,と結論している[梅村
19631o

2)大川-司は,短時間就業者数を完全失業者数に加

算して,労働の超過需要の新らたな指標を作製した[大

川1969]。これは, Philhps-Lipsey曲線の研究におけ

る重・要な方向を示すものといえよう。

3)小野旭は戦後について,種々の指標を用いて

PMllips-Lipsey曲線を計測したが,離職率を指標とし

て用いたときにもっともよいフィットがえられた,とし
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問題を,ある程度回避することができるかもしれないO

(ち)逆に失業率が著しく低下し,完全雇用に近い状態

に達したときには,別の意味で問題が生ずる。失業率は

いくら低下しても,決してゼロもしくは一定のプラスの

水準以下には下りえない性稗のものである。すなわち労

働市場がいくら逼迫して賃金変化率が上昇しても,失業

率は一定水準にとどまり,もはや賃金変化率を失業率で

説明することはできないのである. Ⅱ節で検討されるよ

うに,わが国の1960年代の労働市場は,すでにそうし

た状態に達しているのであり1960年代以降の日本の賃

金変動は, Phillips-Lipsey曲線ではとうてい分析され

えないと思われる4)0

1-2)われわれの立場と本稿の構成

前項(1)の(ち)でのべたわれわれの疑問が正しいとす

れば,われわれはどうすればよいのであろうか。失業率

などの代理変数を用いず,労働需要と労働供給を与える

関数を調整関数に導入し,それを推定する方法を開発す

る,というのがこの設問に対するわれわれの態度である。

こうした方法は,最近時においてようやく試みられつつ

あるように思われる　Robert E.Lucas, Jr.とLeonard

A.Rappingとの分析は,われわれの概念によれば,均

衡論的接近に属するものであるが,それは労働の需要,

供給関数を明示的に含んだモデルを設定したものとして,

きわめて示唆的である[Lucas & Rapping, Sep. /Oct.

1969]。 Saraliehmanの試みは,われわれにとってい

っそう関係が深い。彼女によると,賃金変化額は. (1)

労働組合や生産物市場の支配力などの制度的要因, (2)

労働の超過需要率- (3)消費者物価の変化額に依存するo

ている[小野1969,p.210]。また尾高燥之助は戦前につ

いて同様の分析を行ない,殺到率が労働超過需要の最良

の指標だと結論している[尾高1969, pp. 48-49]。

ヰ)　この点については,篠原三代平が適切な判断を下

している。それを以下に引用しよう。

「貸金や物価の変化を失業率などで説明させるフィリ

ップス・カーブ的着想はいずれ陳腐化され,使い物に

ならなくなるかもしれない蝣*'。すでに,失業率は非常

に低い水準に下がってしまっている。だから,かりに

フィリップス・カーブが過去のデータに当てはまると

しても,将来も同じようにあてはまるとは断定できな

いだろう。失業率が低水準におちついたあとは,労働

力不足がこれ以上激化しても,失業率がさらに低下す

る可能性は弱妙られるであろう.過去の数字をみた場

合でも,昭和30年代の前半と後半をつないで観察す

ると,右下がりのフィリップス・カーブが一応グラフ

のうえに現われてくる。しかし30年代後半だけにつ

いて調べてみると,カーブがどちらの方向に向いてい

るのかは必ずしも鮮明でない。」 [篠原1970,p.1]c
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(2)については,労働供給曲線は一定であり,労働の超

過需要は労働需要曲線のシフトだけによって生ずる,と

考える。そして労働需要曲線のシフトを説明するものと

して,彼女は労働と資本の相対価格を用いるのである

[Beliman 1969]O

これら2つの分析は,今後の労働市場の分析方法の開

発の方向を示すものとして,高く評価さるべきであろうO

本稿におけるわれわれの分析方法は, [商1969]の線に

そったものであり,前記2者の分析と独立に行なわれた

もので,内容もまったくことなってはいるが,研究の方

向ははからずも一致しているo

以下本稿は3つの部分(Ⅱ-Ⅳ)からなる。 Ⅱ(補論)で

は, Phillips-Lipsey曲線を戦後日本のデータにあては

め,その適用可能性を検討する。 Ⅲでは.われわれの賃

金決定の理論が展開され,実際のデ-タにあてはめて分

析が行なわれる。 Ⅳでは, Ⅲにおける議論をふりかえっ

て,その問題点と改善の方向を示す。

II　補論Phillips-Lipsey曲線のEl本への適用可能性

第1図は,戦後日本における,失業率uと1人当り雇

用者所得の対前期変化率炉との関係を,プロットした

ものである.貨幣貸金の指標として1人当り雇用者所得

を用いたのは,それがもっともマクロ・ベースの統計で

あり,マクロ・ベースの統計である失業率と,もっとも

よく対応すると考えられるからである。 1人当り雇用者

所得は経済企画庁,失業率は総理府統計局の統計をもと

に,経済企画庁経済研究所が半年べ「スに推計したもの

であるO・ (いずれも季節調整済み)これによると,両者の

間にはかなり密接な負の相関がみとめられる。しかしい

っそう厳密に観察すると,この相関関係は, 1960年代に

入って消滅していることに気付く。いまかりに全期間

(1953上-1967下)を, I (1953上-I960下)とn (i96i上-1967

下)の2つに分割しよう。 Iはたしかに負の相関がある

が5), nでは明らかに相関がみとめられない。第2図は,

失業率のかわりに労働省の殺到率(求職・求人比率) Vを

用いたものであるが,ここでもまったく同様の事実が観

察きれる1960年代に入って相関関係が消滅したのは,

第3図にみるように,失業率と殺到率とが1950年代後

半に急速に低下し, 1960年代のはじめには最低水準に達

したためである。失業率でみると, 1960年上期にはとう

とう1%を下回ったのであるO摩擦的失業の存在を考慮

すれば,これは超完全雇用と言わなければならない。こ

のような状態のもとでは,いくら労働需要が増大して労

5) I期については, 1953年上期をのぞくと相関はさ

らによくなる。
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貸金調盤関数の分析

第1図　失業率と1人当り雇用者所得の変化率との関係: 1953-1967
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[資料]経済企画庁経済研究所『短期経済予測関係四半朋lげ一夕築』 1961年o

第2図　殺到率と1人当り雇用者所得の変化
率との関係: 1953-1967
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殺到率v

l資料] 『労働統計年報』各年版。
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失業率u

働供給とのギャップを拡大しようとも,失業

率は低下しえないOすなわち失業率は,もは

や需給ギャップの適切な指標ではなくなった,

ということができる。一言にしてPhillips-

Lipsey曲線は貸金変動分析の有効な用具で

はなくなった,のである6)。

以上の分析結果を確認するために,同じデ

ータを用いて, PMllips-Lipsey曲線を実際

に計測してみよう。第1表のモデル(1)(2)那

その結果である。これによると,全期間とI

期(1953上-1960下)については,有意な相関

が計測されている。決定係数(自由度で修正

ずみ)ipは説明変数として失業率uを用いた

時(1)の方が,殺到率を用いた場合(2)よりも

大きい. I期では. (1)のB2は0.284であり,

(2)ではO.171である。これに対してⅡ期

(1961上-1967下)では,有意な相関は計測さ

れていないO評は(1)では▲0.051, (2)では

0.095にすぎない。

ところでPhillipsとLipseyがイギリス

の貸金を分析したとき,失業率とともにいく

6)これはI節注4)に引用した篠原の見

解を裏付けている。
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第1表　フィリップス曲線の計測結果

[注] ▲は数値がマイナスであることを示す. ( )の中の数値はt僧。
決定係数。 dはダピーンワトソン統計量.

第3図　失業率と殺到率の推移
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[資料]第1図,第2図と同じ。

つかの要因も考慮されていた。そのうちもっとも重要で,

そのごの他の研究者の研究でも例外なく用いられている

のは,消費者物価の変化率Qであるoそこでわれわれ

は, uまたはVにQを加えて計測してみよう. (Qのデ

ータは,経済企画庁経済研究所の統計集(前出)からえら

れる>)(3)(4)がそれである。この場合でも,全期間とI

期については有意な相関がみとめられるが, Ⅲ期では,

そうではない。ちなみに全期間とI期では　U,V,豆の

いずれの変数のパラメーターもほとんど有意に計測され

Vol.21　No. 4

ており, Phillips-Lipseyの仮説が

確認されたといえる。

III　賃金調整関数の計測

(III. 1賃金調整関数の概念

いま労働需要量をLiD¥労働供給

量をLis¥　貨幣賃金率をWとする

と,労働需要関数p{D)と労働供給

関数p(S)とは次式のように与えら

れる。ただし添字とは時間を表わす。

(1) Lt{D)-F{D){Wt,-)

F<D)><o

(2) Lt^-F^(Wt,-)

Wの上昇によってL(D)は低下する

と考える,すなわち右下りの需要曲

線を想定することは,理にかなって

いる.しかしWの上昇によって,

L(S)が増加するか減少するかは一

概にはいえない。すなわち供給曲線

は右上りであるかもしれないし,

右下りである(backward bending

supplycurve)かもしれない。した

がってpiS)の符号については,あ

らかじめ限定をおかない。またp(D)とF<S)はともに,

W以外の多くの変数(独立変数)に依存する。 p{B)は生

産額または資本ストック,生産物価格,生産物市場の状

班(独古度),技術進歩率,各生産要素の生産弾力憶,代

替の弾力性など　F(S)は,総人口,消費者物価　労働

組合の活動などにも依存しよう。 (1)(2)式で--・で示し

たのはその意味である。

いま

(3) L占!-VS)

とおく。そうすれば, (1)-(2)の関係を満足するWlの

価が1つだけきまる7)。これが均衡賃金であり. (1)(2)

式の独立変数の変化にともなって変動する。しかし(3)

式の仮定は現実的ではない。むしろ現実には

wD)幸Us-

であり　VD)-VS)となるようにie(D>または」,ォ"

が変化する,と考えるのが妥当であろう。すなわち現実

は均衡ではないが,均衡が回復するメカニズムが存在し

ている,と考えるのである。ここでわれわれは,賃金調

整関数(wage adjustment function)をもつことになる。

7)関数i?<-D)とp(S)は,単調に増加または減少す

る関数である,と仮定される　L(D)とL(S)との均衡が

安定的であるた妙の条件はp{D)'くp(S)′であるo
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(4-a)貸金調盤関数

貸金調盤関数の分析 -367-

第4図　貸金調整関数とPhillips-Lipsey曲線の図解

(4-b) Phillips-Lipsey曲線　　　　(4-0)超過需要率と失業率との関係

以下3式がその例示である。

(4)りt-G(LtW-Lt^)　G′>0　0-G(0)

(5)りt-G{Lt�"!ws))　　G′>0　0-(?(l)

・6)炉G(を欝　G'>0 0-G(0)
ここで恥は,貸金の変化を示す指標である(4)式は,

恥が労働の超過需要量, (5)(6)式は,労働の超過需要率

に依存する場合である。恥はいくつかの形をと-りうる。

(7)ヮl≡笠警-舟t

(8) -豊-wt+1
(9) vt≡wt-wt-1

(7)は対前年変化勢(8)は対前年比(9)は対前年差で

ある。賃金調整関数において,りはこのうちのどれでな

ければならない,という制約は理論的にはない。たとえ

ば(5)式と(8)式とを組み合わせて,次式のような賃金調

整関数を設定することができる。

・10)監r(L< ¥　r′>0 1-G(1)
また(6)式と(7)式によって

(ll) Wt-G(L-tB
i((ZサーiVs

LI G'>0　0-G(0)
)

をうる。第4-a図がそれである。 a線は<?"-0の場合,

b線はG′′く0の場合である8)0

いずれにしろわれわれは. (1)(2)式および調整関数を

1つもっており,未知数はL{D¥L(S>,Wの3つである。

したがって,この体系は完結したものであるo

われわれの計測モデルの説明に入る前に,以上の調整

関数と,いわゆるPhillips-Lipsey曲線との関係につい

てのべておくのが適当であろう　Phillip-Lipsey曲線

を模型的に示せば,第4-b図のようになる。すなわち

Phillips-Lipsey曲線の特徴は第1に,貨幣賃金率の変

化率舟はUの減少関数であり,第2に,れまU-0

のとき無限大であり,第3に,それはあるUの水準(磨

擦的失業)U*のもとではゼロである,というものである。

(12) Wt-H(Ut-U*) H'<O H">O Q-H(O)

00 -.ff(0- *7*)

この関係は,次のような仮定のもとで,われわれのモ

デノレから導かれる[Lipsey 1960]。すなわち労働の超過

需要率は,第1に,失業率の単調減少関数であること,

第2に, U*のもとでゼロとなること,第3に,失業率

がゼロのとき無限大となること,がその仮定である。第

1の仮定は,超過需要が大きければ,仕事を見出すこと

がいっそう容易になって失尭率が低下する,ことによっ

て説明される。第2の仮定は,労働者が新しい職につい

たり,職を変えようとする場合にある程度の期間が必要

とされるから,超過需要が全体としてゼロであっても,

失業は存在するのである。この失業が摩擦的失業であ

る9)。第3の仮定は,超過需要が大きくなって失業率が

低下しても,失業率はその性質上マイナスとはなりえな

い,という事実から生ずる。このときわれわれは,次の

関係をもつ。

8)　もちろんG′′>0なる場合もありうる。しかしこ

の場合にはPmllips-Lipsey曲線が導かれないので,図

には描いていない。この点については注4)をみよ。

9)摩擦的失業は,厳密な理論的定義なしに用いられ

ることが多い。われわれはこれを,労働需要と労働供給

とがバランスしたときに存在する失業である,と定義す

る。
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(13) L一控二を控=I(Ut-U*) I'<O I">o
VS)

0-7(0) --I(0-U*)

この関係は第4-C図に描かれる。これを調整関数(ll)に

代入する。かくて次式をうる。

(14)鶴-Gwut-u*)-]
これは(12)式の特徴をすべて満足しており10)したがっ

て(14)式の調整関数は, Phillips-Lipsey曲線(12)には

かならない,といえる。

III.2　モデルの設定

以下で用いられる記号を次のように定めよう。

『-名目賃金率( 1人当り雇用者所得)

W'-実質賃金率(WPIによる) -W¥P

Y-名目国民総生産

Y'-実質国民総生産(WPIによる) -YjP

P-卸売物価指数( WPI)ァ-消費者物価指数(CPI)

i(B)-労働需要量　LiS)-労働供給量

t-時間(半年)

また,これらの変数の対数値(自然対数)を小文字で表わ

す。たとえばW=lnW

まずわれわれは,貸金変化率が,第1にCPTの変化

率,第2に労働の超過需給率,第3にそれらとは独立な

要因に俵存する,と仮定する。

・15)一畏-A(豊){lJst) x>。 d>-
あるいは

(16) w-wt^-a+X(qt-?t-i) +OG占<ォー」,ォサ)

これを貸金成長率決定関数と呼ぶ。スは,賃金変化率の

CPZ変化率に関する弾力性であり,プラスであること

が期待される。貸金決定方式にエスカレーター条項が組

み入れられていれば, 1はプラスとなる。またそうでな

くとも労働組合が存在すれば,組合はCPZの上昇を考

慮して賃金の引き上げを要求するから,エスカレーター

10)　このことは次のようにして証明される。

H'-G'-r<o (・:G'>o,r<o)

H(0) -G[/(O)]-ff(O) -0

H(0-t/*) -6?[/(0-」/* ]-」 -) --

H"-G'-I"+G"-r>0(:-G'>0, 1">0, G">0, J'<0)

ここでG′′>0の一仮定に注意したい。われわれのモデル

からPhillips-Lipsey曲線を導くためには,貸金調整関

数GにG′′>0の条件をつけることが必要となるのであ

る。第3la図のa線はG′′-0の場合, b線はG′′<0

の場合である。あらかじめ(ll)式にこの条件をつけなか

ったのは,なるべくモデルを一般的にしておくためであ

る。
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条項と同じ効果をもつことになる。したがって1の大

きさは組合活動の激しさに依存する,といえるかもしれ

ない。 βは貸金の調整係数であり,調整速度の逆数とい

う意味をもつ。労働市場に均衡回復の安定的な力が働い

ているならば, βはプラスに計測されるはずである。 α

はこれら2つの貸金上昇の効果　すなわち生計費調整と

労働需給調整以外の要因による賃金上昇率である。これ

を独立的貸金上昇率と呼ぶ。労働供給関数は次のように

与えられるとする。

(17)　　　　∂LwtβQIT　∂萎0　β萎0　γ<0

(18)　　　α+βwl十γq£+∂t

まずtが入っているのは,マクロの労働供給量の決定の

ベースとなっている何らかの人口(世帯数,総人口,坐

産年令人口など)の変化を考慮したものであるOすなわ

ち,そうしたベースの人口のうちどれだけが労働供給者

となるか(いわば労働力率)がWとQn}に依存する,と

考えるのである。ベースとなる人口をMLとして,

・19)等-e"wtlβQlγ
または

(20) ltis)-α+βut+γIt+m-t

としてもよいが,ベースとなる人口に何をとるかは先験

的には不明なので,ここでは一般的に時間でその変化を

表わすものとした。 βは通常プラスと予想されるが,

backward bending supply curveの場合にはマイナス

となるO γはマイナスと期待される。

労働需要関数については, 1次同次のCobt卜Douglas

生産関数から導かれる,とする。

(21) Y'-G^^Kl-"　l>iJ>0

ここでG(t)は技術進歩を示す変数であり, Bは労働の

生産弾力性である。費用極小の条件より,

(22) W'-RY'IL

をうる。しかし生産物市場における独占の影響を考慮し

(23) W'-TIRY'¥L l>II>o

と考える。 〟は貸金と限界生産力との承離を示す係数で

ある。 (23)式から

L=UR- Y'lW

=UR- YIW

これは,賃金が附と与えられた場合における,労働需

要量を表わす。これが労働需要関数である1台)O

(24) L右Uサ-e<pytIWt

ll)　このモデルでは, CPIは生計費調整という直接

のノレートと,労働供給関数のシフトという2つのルート

を通じて,貸金成長率に影響を与える。
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第2表　誘導形方程式の計測結果
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パラメータ-と説明変数

Ao

WトI yt Qi -qトl

▲0. 08729
(2. 01

▲0. 09406
(0. 22)

▲0. 13075
(0. 43)

▲0. 09833

(2.88)

1. 00185

(4. 65

0. 97042

(8. 08)

0. 97129

(30. 18

0. 96923

(38. 32)

0.03987　　　0. 62170

(1. 16)　　　2. 85)

0. 03663　　　0. 61634

(1. 29)　　(2. 92)

0. 03985　　　　0. 60477

(1. 19　　　(3. 36)

0. 03685　　　　0. 61393

(2. 03)　　(3. 96)

_R2=0. S

(2=2. 079

E2=0. 9991.3

<l=2. 055

サ=0. 99913
<2=2. 06(i

B2=0. 99916

(4-2. 056

(25) ltW-<p+yt-Wま

ただし

p…inllR P<Ov/ZS<l)

労働供給関数(20)と労働需要関数(25)を,貸金成長率

決定関数(16)に代入して次式をうる。

(26) wt-Ao+Alwt-1+Asyt

+4i (?e-?t-i) +Aiqt+Abt

a+V((p-

1+0(1十β)　　A l十e(1十β)

e　　　　　　　　　　　ス
A.-

1+0(1+β)　…　1+0(1+β)

-0γ　　　　　　　-0∂

A4…両　A5…i両ラ
これが計測のためのモデルである。この誘導形方程式に

Wゎvt,It,tの数値を代入することによって　Ao-A5のパ

ラメーターが計測され,その結果構造方程式のパラメー

ターx,e,β,γ,∂およびa+6((p-α)が計測される。こ

こでα-0と仮定すれば,常数や-αを計算できる。か

くて,賃金変動のうちどれだけがCPZの変化によるも

のでどれだけが市場の需給バランスに依存するかを知る

ことができる。またa-0と仮定しても, pとαとを区

別しえないために,労働需要量と供給量とを別々には

測定しえないが,その比率は計測することができる。

これはPHllips-Lipsey曲線によっては分析されえな

いものであり, PMllips-Lipsey曲線へのalternative

approachの意義もここにあるのである。

(in.3)モデルの計測

データはすべて,経済企画庁経済研究所の『短期経済

予測関係四半期別データ集』による半年ごとのもので,

II節(補論)で用いられたものとまったく同じである。期

間も1953-1967年である。第2表は, (26)式の計測結果

を示したものである。ただしモデル(2)は∂-0(^-0),

(3)はγ-0(^-0), (4)は∂-γ-0(^-^-0)と仮定し

た場合であるOこれによると評はきわめて高く,賃金

12)この点についてはⅣ節をみよ。

第3表　構造方超式の計測結果

ノヾラメータ-

ス　　　　　0　　　　　β　　　　　γ　　　　∂

0. 82065　　0. 03980　　　†　　　　　T T

0. 63410　　0.03775　　　†

0. 04103　　　†

0. 63342　　0. 03802　　▲0. 16498

[注コ　での意味については本文参照O

変動の大部分が説明されつくしていることがわかる。ま

たdの値は,系列相関がほとんどないことを示しているo

次にパラメーターをみると, Alはいずれのモデルでも

有意であり,A2はモデル(4)においてのみ有意である.ま

たA4とA5はいかなる場合にも,通常の信頼水準で有

意ではない　Aa,AitAhの有意性からモデノレ(4)が最良と

いえよう。Rzもこのモデルでもっとも大きい.第3表

は,第2表の結果から構造方程式のパラメーターを求め

たものであるo構造方程式のパラメーターはいずれも,

誘導形のあるパラメーターをAlまたはA2で除して求

められるO　したがって,パラメーターA, ^が大きな

誤差を含むときには,それで割って求められた構造方程

式のパラメ-タ-は,きわめて大きな誤差をもつことに

なる。そこでわれわれは, AlとA2が95パーセントの

信茄水準で有意でないとき,構造方程式のパラメーター

を算出しないことにしよう。第3表の†という符号はこ

れを示す。

第3衷によると, 1とGとはモデル(1)-(4)いずれの

場合でもプラスに推定されており,あらかじめノ仮定した

符号条件を満足している. 1はほぼ0.6,/ははぽ0.04の

水準にあるといえる. )については,第1表のPhillips-

Lipsey曲線の推定結果と一応の比較はできる。すなわ

ち,モデル(3)の全期間ではeのパラメーターは0.437

であるから,これに対応する^はややこれより大きいo

しかし推定期間とデータは同じだが,成長率の概念がこ

となる(第1表では通常の成長率が用いられたが,第3

表では指数関数的成長率が用いられている)ので,厳密

な比較はつつしまなければならないo Oの推定値は,第
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第4表　賃金変動の要因:モデル(4)

Vol. 21　No.

[注]欄(4)-(ll)はα-0と仮定した場合の数億。

1表のuのパラメ-タ-と比較出来ないが,予想よりき

わめて小さいといわざるをえない。しかし, 0はA2を

Alで除して求められているが, A2は少くともモデル(4)

では有意なので,われわれは一応βの推定値を信頼し

て議論を進めることにしようO

βの推定値は,モデノレ(4)についてのみ算出されてい

るが,それはマイナスの値となっている。 1人当り名目

賃金の上昇によって,他の事情にして変りなければ,労

働力率は低下し労働供給が減少したことを示す。すなわ

ち, backward bendingな供給曲線が成立していたと

いうことになる。しかしβの絶対値は0.16にすぎず,

労働供給はむしろ非弾力的であることを示している,と

いうべきであろう。次にγであるが,これはA5をA2

で除して求められる。モデル(1)と(3)では不幸にして

A2が有意でないので, γはまったく推定されていない。

しかし第2表でA5のり直はきわめて小さいので, γは

ゼロとみなして差しつかえないと思われる。すなわち消

費者物価の変化は,労働供給にはなんの影響も与えない

ということになる。これはむしろ現実的な結果であろう。

∂もγと同様の理由で,ゼロとみなされるべきである。

すなわち賃金,消費者物価以外の要因(非経済的要因)に

よる労働供給の変化は無視できるほどのものであった,

ということになる。

(III.4)賃金の実際値と計測値との比較

第5図の上半分には, wtの実際値とモデル(4)による

計測値wtが描かれている。 B2の価からも予想される

ように, wtと坑とはきわめて密接に関係して変動し

ており,その間の差は非常に小さい。この図の下半分に

は,この残差の実際値に対する割合が描かれているが,

この絶対値は0・5パ-セントをこえることはないO

第4表の欄(1)(2)描, wtとtbtの前期からの差分(Jwt

-wt-wt-x,Adt-wf-Wt-1)を計算したものである。 wt

とdLは自然対数表示であるから　awtとMtとは指数

関数的成長率である。数字は全期間(1953下-1967下)と,

4つの期間(I JⅣ)に分割した場合とについて掲げられ
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第5図　名目貸金の実際値H)と計測値(菰'*).
および残差率の推移:モデル(4)

～< 残差率竺 100 A 一 人<

V 「、＼J v y v "〕 ▼

19535455565758596061 6263 6465 66 67年

ている。これによると名目賃金の成長率は,全期間では

4.4パーセンT (半年間の成長率であることに注意せよ)

であったo　計測値によるとそれは4.5パ-セントであり,

0・1パーセントの残差があることになる。残差は欄(3)に

掲げられている。ここで第6図をみよう。この上半分に

はAwtとAwtとが描かれているO　これによるとAwtは

1956-57, 1961, 1967年頃にピーク, 1955, 1958, 1965年頃

にボトムとなっている。すなわち賃金変化率は,景気循

環に見合った変動を示している,といえる　Awtもほぼ

Awtにそって変化しており,われわれのモデルでは,質

金変化率はいかなる時期にもうまく説明されている,こ

とがわかる。第4表で残差率は,いかなる期間において

もきわめて小さい。

III. 5　計測された賃金成長率決定式の図解
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第6図　賃金成長率(Awt)の実際値と計測値(A坑),
およびその要因の推移:.モデル(4)

195354.55 56　57　58 59　　61 62 6364　65　6667年

もっともよいフィットを示したモデル(4)によると,

賃金成長率決定式(16)は次のようになる。

dwt-a+0.633dqt+0.038 (lt{D)-ltiS})

第5図はこれを図示したものである。ただしわれわれの

モデルでは,常数αの価を知ることができない。第5図

はa-0と仮定した場合である。直線AはMt-oなる

場合の　Awtとhm-lts)との関係を描く.この勾配

が'-0.038であるo　この直線はIt^-til　が話なら

ば苗だけの賃金成長率を生み出すこと草示す.図では.

請-0.881として描かれているが,これは全観察期間中

のk{DLh{s)の平均値である。 (第4表の欄(10)参照。)

Aqtがプラスならば,直線は上方にシフトする。すな

わちプラスの切片をもつ直線となるO直線Bでは,義

-蒜だけシフトした場合であるodeはこの図では1.2パ

ーセンT(第4表の欄(4)参照)と想定されているが,こ

れはAqtが,全観察期間の平均値1.85パーセント　にひ

としい場合であるDすなわち1.2-0.633×1.85。したが

って全期間を通じての平均賃金成長率は,苗と(訂の合

計d7となるDこれは4.5パ-セント(賃金成長率の計測

値A誠t,第4表の欄(2)参照)である.
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第7図　計測された賃金成長率決定式の
図解:モデル(4)

Vls-W卜1

ll(DL ll(S)

[牲]この図はa-0と仮定のもとで描かれたものであるo

III. 6)賃金成長率の要因分析

ここでは(III.5)と同種の分析を,第4表を用いて練

り返えすことにしよう。ただし(III.5)と同様に, α-0

と仮定して話を進める。すなわち賃金上昇は,生計費調

整と労働需給調整のみに依存する,と仮定するのである。

第4表の欄(4)-(ll)は,この仮定のもとで算出された

ものである。まず欄(4)のスAqは,消費者物価の上昇に

よる貸金の上昇部分であり,潤(5)のO(liD)-lw)は,

労働需給ギャップによって惹き起こされた賃金の上昇率

であるO　まず全期間ではIAqが1.3パーセント, 6{lL

-Z(S))が3.2パ-セントである。 (この合計4.5パーセ

ントがAwとなるO)同じ表の欄(6)(7)は,スAqとd(ll

-i!sサ)のそれぞれのAwに対する割合であり,実際の貸

金上昇率のうちいくらが,生計費調整と労働需給調整に

よって生じたか,を示す。 (欄(6)と(7)の合計は100パ

ーセントにならない100パーセントからの蔀離は残差

Aw-Adによる部分であるO)また欄(8)と(9)は,賃金

成長率の計測値に対する割合である。 (この合計は100

パ-セントになる。)欄(6)(7)によると,実際の賃金の上

昇率のうち75パーセントが労働需給調整によるもので,

生計費調整による部分は26パーセントにすぎないこと

がわかる。ここで第6図をみよう。この図の中央には,

Uqtと0(ZUサ-j<s))とが描かれている　1953年下期を

別にすると,すべての時期において,労働需給調整によ

る賃金上昇率の方が生計費調整によるものより大きい。

Awtにみられる循環変動は,双方の貸金変動要因によっ

て説明されるが,労働需給調整要因の方がはるかに影響

力が大きいように思われる。第4表の欄(7)によると,
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この要因の説明力はいずれの期間においても70パーセ

ント台であり,ほぼ安定しているといえよう。

III.7　労働力の需給ギャップの変化

次の分析は,われわれのモデルの推定結果から労働需

給ギャップを直接推計してみることである。第4表の欄

(10)は,欄(5)を調整係数Cで除して求めたものである.

これから労働需要・供給比率」"サ/」''が計算されるO

潤(ll)がそれである。これによると全期間では2.4であ

り,労働需要は労働供給の2倍をこえており,これが

3.3パーセントの賃金上昇率(0(Zォサ-j<s>))をもたらした,

ということになる。労働需要が供給の2倍をこえていた

という結論は,しかし,そのままのみこむことはできな

い。すなわち,われわれが第4表の欄(4)-(ll)を算出

したとき, a-0すなわち貸金上昇は,生計費調整と労

働需給調整の2つの要Pilによって説明される,と仮定し

た　a>0すなわち独立的賃金上昇要因があれば, 9{I1

-4(S))したがってL�"jL18)は,過大に評価されている

ことになる。このように, i(fl>!L(S)の推定値の絶対的

水準については疑問が残る。しかし,少くとも, Lm!

」<*>が時間とともにどう変化したかについては,正し

い情報を与えていると思われる。

ところで第6図の下の部分には　km-v8)が描かれ

ている。これはもちろん,同じ図の中央にある8(kiD'

-VS))と同じ変動を示している.これによると労働需

給ギャップは1960年から1961年にかけて急速に拡大

したこと,そしてその後も,若干の変動はあるがほぼ一

貫して高い水準にあること,がわかる。この事実は,労

働経済が1960年代の初桝こ構造変化を経験したことを

示すものとして,きわめて興味深い13)第4表の欄(ll)

によって労働需要・供給,比率をみれば,1960年代と1950

年代との間には,はっきりした断層がみとめられる。

ところでわれわれのL(D)!L(S>の推定値は,完全失業

率uとどういう関係にあるであろうか。 uが労働の超過

需要の程度を正しく反映しているならば, uとLm/L(S)

との問には密接な負の木目関があるはずである。第8図を

みよう。ここで全期間を通してみると,だいたい負の相

関がありそうにみえる。しかしよくみると,この相関は

1950年代に存在し, 1960年代に入ると消滅しているこ

とに気付く。 1960年代だけをとってみるとプロットさ

れた点は垂直線のまわりに群がっている。すなわちこの

時期に入ると,労働の超過需要率の上昇にもかかわらず,

13)筆者はかつて,このような構造変化をW.A.

Lewisの転換点とみなすことができる,と論じた(『日

本経済の転換点』創文礼1970年)0

研　　　究 Vol. 21　No.

失業率は低下しなかったのである。このことは,第1図,

第2図について見出された事実と同一である。

第8匿l　計測された労働の超過需要率と
失業率との関係

主望
r(s)

5

4

3

2

1

* 62T

67下　・61下

6吐.61上●

63上　・66下

64下.67.上C7
●53下

リサi'6'5上I　60上

63下.66上.60下　57上56下
・65下　59下　59エ5・6上　55下

62上　57下.58アォ蝣58霊t55上

0.70.8 0.9 1.OU 1.21.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9% u

[注] L(O/jT/S)は第4表の欄(ll)によるo

IV　結語的覚書

III節ではPhillips-Lipsey曲線にかわる, 1つのalter-

native approachが試みられた。しかしこれには若干

の改善の余地がある。紙数に限定があるので,以下簡単

にのべる。

(1)労働供給関数(19)(20)を用いた場合の計測も試み

られる価値があろう。

(2)生産関数としてCobb-Douglas関数を仮定したが,

もっと一般的な関数,たとえばCES関数を用いること

も考えられるO　この場合には(証明は略するが),生産者

物価指数を方程式(26)に追加すればよい。その追加され

た変数のパラメ-タをAzで除して1を加えれば,代替

の弾力性の推計値がえられる。

(3)労働需要関数(25)においてシフト・パラメーター

は産出額であるが,資本ストックをパラメーターとする

方が適切かもしれない.産出額よりも資本ストックの方

が企業にとって所与と考えやすいからである。この場合

にはCPZでデフレートした賃金と,生産者物価でデフ

レートした賃金とが,説明変数として入って来ることに

なる。

(4)本稿の分析は全経済を対象したが,経済の構成要

素別たとえば産業別にも,この分析の手法を適用するこ

とができよう。ただしこの場合には,労働供給関数とい

う概念はそのままでは成立しえない。この場合には労働

の応募方程式14)という概念におきかえるべきであるo

14)応募方程式については,西川俊作『地域間労働

移動と労働市場』有斐闘, 1966年をみよO
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